
（以下、「甲」という）は株式会社群馬銀行（以下、「乙」という）と、甲の役職員の自助努力による計画的な資産形成を支援する制度「職場つみたてNISA」（以下、「本制度」という）の利用に関して、以下のとおり契約を締結する。
第１条（制度の運営・利用者情報の共有）
１　甲は、本契約及び甲が社内規定として定める職場つみたてNISA利用規約（以下、「規約」という）に基づき、以下の各号に掲げる本制度の運営事務を行う。
（1）規約の制定、甲の役職員に対する規約の周知
（2）本制度を利用する甲の役職員（以下、「利用者」という）の管理及び乙への報告事務（利用者から本制度の申込・変更申出を受けた際には、氏名・住所・生年月日・投資教育受講日・投資信託の取引店番・口座番号の利用者情報を管理し、都度乙に報告する）
（3）規約に基づく奨励金の計算、付与に係る事務
２　乙は、本契約及び関係法令・諸規則に従い、以下の各号に掲げる本制度の運営業務を行う。
（1）運用対象となる投資信託商品の選定
（2）利用者が行った注文の受注、執行の取扱い及び利用者があらかじめ指定する金額（以下、「振替金額」という）による買付金の口座振替業務
（3）利用者に対する取引履歴及び資産残高等の通知
（4）利用者に対する投資教育（ライフプラン、NISA制度、資産形成の目的、長期・分散・積立投資の効果等）
（5）甲が奨励金を支給する場合、利用者の積立実績等の甲への通知
（6）その他本制度に付随する業務
３　甲及び乙は、本制度の円滑な運営のため利用者情報（氏名・住所・生年月日・投資教育受講日・指定預金口座及び投資信託の取引店番・口座番号）を共有する。なお、利用者情報は本制度の適切な運営にのみ利用し、かつ関連諸法令を遵守のうえ適切に取扱うものとする。
第２条（利用者の資格）
本制度の利用者は、満18歳以上の甲の役職員で、乙の①証券振替決済口座管理規定、②特定口座規定、③特定口座に係る上場株式配当等受領委任に関する規定、④「ぐんぎん積立投信」取扱規定、⑤累投積（自動けいぞく）投資規定、⑥非課税上場株式等管理及び非課税累積投資に関する規定に基づき、NISA口座を開設する。
第３条（金銭の払込み）
１　利用者は、乙に預金口座（指定預金口座）及び第２条に基づきNISA口座を開設し、当該指定預金口座から口座振替の方法により、NISA口座で指定銘柄の買付をするものとする。
２　振替金額は、乙が定める範囲で利用者が任意に指定する金額とし、定時定額購入取引による買付とする。
第４条（振替内容の変更及び振替の停止）
振替内容の変更及び振替の停止の手続きを行う場合は、利用者から乙に直接申し出る。
第５条（運用方法・商品の選択）
１　本制度の利用は、つみたてNISA口座（2023年中）、NISA口座のつみたて投資枠（2024年以降）での定時定額購入取引によるものとする。
２　本制度の対象は、乙が選定した投資信託商品のうち、定時定額購入取引ができる商品に限定する。
第６条（投資教育）
１　利用者は、本制度の利用申込みに際し、乙が定める投資教育を受ける。
２　乙は継続して利用者に対し投資教育を提供する。
第７条（自己責任）
利用者は、本制度の利用にあたって、投資判断、運用商品の選択、振替金額の設定、取引履歴・資産残高の確認及び乙から提供を受ける情報の採否等について、利用者自らの責任のもとで行う。
第８条（利用終了時の取扱い）
甲が本制度の利用を終了する場合は、終了を希望する3ヵ月前までに乙に申し出るものとする。
第９条（反社会勢力との関係排除）
１　甲ならびに甲の代表者、役員や執行役員等の重要な使用人及び主要株主等（以下、「甲ならびに甲の代表者等」という）は、第２項各号のいずれかに該当し、もしくは第３項各号のいずれかに該当する行為をし、または第２項にもとづく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、乙は本契約の全部または一部を解除できる。なお、これにより甲に損害が生じた場合でも、乙に損害賠償を請求することはせず、いっさい甲の責任とする。また、これにより乙に損害を生じた場合には、甲はその損害を賠償する。
２　甲ならびに甲の代表者等は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下、「暴力団員等」という）に該当しないこと、及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
（1）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。
（2）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。
（3）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること。
（4）暴力団員等に対して、暴力団員等であることを知りながら資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。
（5）役員または経営に実質的に関与しているものが、暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること。
３　甲ならびに甲の代表者等は、自らまたは第三者を利用して、次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約する。
（1）暴力的な要求行為。
（2）法的な責任を超えた不当な要求行為。
（3）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為。
（4）風説を流布し、偽計もしくは威力を用いて乙の信用を毀損し、または乙の業務を妨害する行為。
（5）その他前各号に準ずる行為。
第１０条（経済制裁への対応）
１　甲ならびに甲の代表者等は、国際連合、日本政府または外国政府のいずれかによって経済制裁の対象とされている者（指定されている場合に限られず、支配関係、所在国等により対象となる場合を含む。（以下、「経済制裁対象者」という）ではないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
２　甲ならびに甲の代表者等が経済制裁対象者に該当し、もしくは前項の規定にもとづく表明に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合、乙は何らの催告をすることなく本契約の全部または一部を解除できる。
３　前項の規定の適用により甲ならびに甲の代表者等に損害が生じた場合にも、甲は乙に何ら請求しない。
第１１条（本契約の有効期間）
本契約は、本契約の締結日から1年間有効とする。ただし、期間満了の3ヵ月前までに甲及び乙のいずれからも別段の意思表示がない場合には、本契約はさらに1年間有効とし、以後も同様とする。
第１２条（その他）
甲及び乙は、本契約が双方のその他の取引等に影響を与えることはないことを確認する。
第１３条（契約書の作成）
本契約の証として、本書2通を作成し、甲及び乙が各1通保有する。
（西暦）　　　　　　年　　　　月　　　　日
甲  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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職場つみたてNISAの取扱いに関する契約書








